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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期

会計期間

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日
至 平成19年
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成19年
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 44,772 45,988 45,674 96,375 100,936

 経常利益又は経常損失(△) (百万円) 765 243 △312 2,736 2,128

 中間(当期)純利益又は 
 中間純損失(△)

(百万円) 540 56 △276 1,565 1,619

 純資産額 (百万円) 25,325 26,108 26,258 27,207 27,340

 総資産額 (百万円) 71,769 73,222 69,318 77,537 78,034

 １株当たり純資産額 (円) 391.19 405.69 405.49 425.52 428.12

 １株当たり中間(当期)純利益 
 又は中間純損失(△)

(円) 8.34 0.88 △4.35 23.78 25.44

 潜在株式調整後１株当たり 
 中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 35.3 35.4 37.5 35.1 34.8

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 2,159 480 1,383 3,196 1,501

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △39 △219 △513 △174 △784

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △1,594 △768 △866 △3,092 △1,382

 現金及び現金同等物 
 の中間期末(期末)残高

(百万円) 5,658 4,555 4,404 5,062 4,398

 従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
1,681
[198]

1,662
[222]

1,802
[199]

1,631
[236]

1,756
[197]

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 26,026 26,849 27,498 55,804 58,905

 経常利益又は経常損失(△) (百万円) 854 151 △210 2,070 1,214

 中間(当期)純利益又は 
 中間純損失(△)

(百万円) 633 158 △105 1,231 801

 資本金 (百万円) 6,855 6,855 6,855 6,855 6,855

 発行済株式総数 (千株) 66,829 66,829 66,829 66,829 66,829

 純資産額 (百万円) 22,424 22,650 22,091 23,773 22,974

 総資産額 (百万円) 57,811 59,130 58,015 62,035 63,450

 １株当たり配当額 (円) ― ― ― 7.00 7.00

 自己資本比率 (％) 38.8 38.3 38.1 38.3 36.2

 従業員数 (人) 681 691 693 680 672



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の第142期中、第143期中及び第142期、第143期は、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の第144期中は、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

４ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失」及び「潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しておりま

す。 

５ 提出会社の従業員数は就業人員数を記載しております。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

なお、主要な関係会社の異動については「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間におけるグループ各社の異動等は以下のとおりであります。 

(1) 除外 

大塚東リカーペット㈱は、平成19年８月28日付で清算結了したため当中間連結会計期間において連

結の範囲から除外しております。   

(2) 新規 

当中間連結会計期間において、重要性が増したため以下の会社が持分法適用会社から新たに連結子

会社となっております。 

   (名称)  ㈱グレース・カーペット  (住所) 兵庫県伊丹市 

   (資本金) 200百万円         (主要な事業の内容) 繊維製品 

   (議決権に対する提出会社の所有割合) 85.0％ 

   (関係内容) 当社が販売するカーペットの製造を行っております。 

                  当社より資金援助を受けております。 

         当社より土地・建物を賃借しております。 

         役員の兼任…１名 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社のグループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社のグループ

への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注)   従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、当社（非加盟）と連結子会社の滋賀東リカーペット㈱、ＭＲＭ岐阜㈱及びダイ

ヤ・カーペット㈱（ＵＩゼンセン同盟加盟）に労働組合があります。 

  労使関係につきましては円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

塩ビ製品事業
682
[33]

繊維製品事業
663
[154]

その他事業
413
[12]

全社(共通) 44

合計
1,802
[199]

従業員数(人) 693



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の好調な推移に伴い、民間設備投資が持続的

に拡大し、雇用や所得環境の改善が促され、景気は緩やかながら成長基調を維持しました。しかしな

がら、インテリア業界を取り巻く環境は、改正建築基準法施行に伴う建築確認申請の減少および審査

の遅れによる住宅着工数への影響や原油価格高騰に起因する原材料コストの上昇、低価格品への需要

シフト等が顕在化してきており、厳しい状況にあります。このような状況の中、当社グループは中期

経営計画「GROW UP 2008」の重点目標達成に向けた諸施策を推進することを通じ、さらなる事業収益

力の強化ならびに企業価値の向上に努めてまいりました。 

 結果といたしましては、当中間連結会計期間における売上高は45,674百万円(前年同期比0.7％減)

となりました。また損益面につきましても、製造工程における徹底的な合理化や全社的な業務体制の

見直し等を行い、収益性向上に努めましたが、長期にわたり高騰を続ける原油価格に起因した原材料

調達コストの増大が、当社グループ損益に与える影響は大きく、経常損失は312百万円(前年同期 経

常利益243百万円)、中間純損失は276百万円(前年同期 中間純利益56百万円)となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。   

① 塩ビ製品事業 

塩ビ製品につきましては、意匠性のみならず、施工の簡易性や高い機能性を備え幅広く展開するビ

ニル床タイル「ルースレイ」シリーズが、シックで落ち着いたオフィス、シンプルでモダンな教育施

設、暖かみのある医療・福祉施設等、様々な空間づくりのお役に立てたことで、好調に推移しまし

た。また、平成19年８月には、欧州家具トレンドを取り入れた新柄や抽象柄によるモダンで個性的な

空間演出を目指し、プリントタイル「テラ」・「メル」シリーズの５品種を改廃しました。その中で

も特に、木目調プリントタイル「テラウッド」が、商業施設から住宅まで幅広い分野で好評を博して

おります。しかしながら、中・大規模店舗物件における採用床材の多様化により、コンポジションタ

イルが大幅に減少しました。 

 以上の結果、塩ビ製品事業の売上高は、前年同期に比べ4.0％減の14,718百万円、営業利益は675百

万円（前年同期 営業利益1,124百万円）となりました。 

② 繊維製品事業 

カーペットにつきましては、主に大都市圏を中心としたオフィス新築・リニューアル需要向けのタ

イルカーペット販売が好調であり、前年同期実績を上回りました。また、平成18年10月発売の「VARY 

SERIES（ヴァリーシリーズ）」は、表情豊かなデザインと新規格のサイズ展開が評判となり、好調な

立ち上がりを見せております。さらに、昨年度設立した連結子会社「ダイヤ・カーペット株式会社」

による増収分も寄与したことで、売上高は前年同期を上回りました。 

 カーテンにつきましては、平成19年７月に「爽やかで心地よい暮らし」をコンセプトとして、全品

がウォッシャブルで防炎・遮光・消臭等多彩な機能が織り込まれた東リカーテン「elure(エルーア)

2007-2009」を発売しました。しかし、ユーザーの低価格志向や流通チャネル多様化の進展により、

市場環境は厳しい状態が続き、売上高は前年同期を下回りました。 

 以上の結果、繊維製品事業の売上高は、前年同期に比べ2.8％増の14,639百万円、営業損失は133百

万円（前年同期 営業損失249百万円）となりました。  



③ その他事業 

壁装材につきましては、「竹炭ケナフウォール」・「アースウォール」など、消臭や吸放湿性等の

機能性に富んだ製品や「サイザル麻」・「さざなみ和紙」といった自然素材の風合いを活かした製品

を多数収録した「環境壁紙」シリーズが売上を牽引しました。また、平成18年６月に発売したビニル

壁紙シリーズ「VS’06～’08」が、マンション市場を中心に新築・リフォーム需要を取り込み、好調

に推移しました。店舗・オフィス・福祉施設市場においては、空間に落ち着きと気品を提供する木目

調化粧仕上げ材「リアルデコ」が、その多彩な商品構成から数量・金額ともに前年同期実績を上回り

ました。 

 しかしながら、床材用接着剤売上や販売子会社における仕入売上の減少による影響で、その他事業

の売上高は、前年同期に比べ0.6％減の16,316百万円、営業利益は25百万円（前年同期 営業利益85百

万円）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べ

150百万円減少し、4,404百万円（前中間連結会計期間末4,555百万円）となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,383百万円（前年同期 480

百万円）となりました。税金等調整前中間純利益が減少したものの、法人税等の支払額の減少によ

り、前年同期に比べ増加しております。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△513百万円（前年同期 △

219百万円）となりました。投資有価証券の取得による支出額の増加や売却による収入額の減少によ

り、前年同期に比べ減少しております。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△866百万円（前年同期 △

768百万円）となりました。長期借入金の返済額が減少したものの、短期借入金の返済額の増加によ

り、前年同期に比べ減少しております。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

塩ビ製品事業 10,235 △4.7

繊維製品事業 10,201 16.7

その他事業 1,105 △6.6

合計 21,541 4.2

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

塩ビ製品事業 14,718 △4.0

繊維製品事業 14,639 2.8

その他事業 16,316 △0.6

合計 45,674 △0.7



３ 【対処すべき課題】 

 当社グループは、中期経営計画「GROW UP 2008」を策定し、重点戦略目標達成に向けた取り組みを推

進しております。当社グループは、業界を牽引するトータルインテリアメーカーとして、その社会的使

命を認識し、お客様に快適なライフスタイルをご提案するため、きめ細かな商品展開や積極的な販売促

進に尽力してまいります。中期経営計画を着実に推進することを通じ、原油価格高止まりに伴う主要原

材料コストの上昇や競合激化など不透明な経営環境課題を乗り越え、当社グループがさらに強靭な事業

基盤を確立し、成長を加速させることが重要な経営課題と考えております。具体的施策の１つとして、

当社は平成18年12月に、三菱レイヨン・カーペット株式会社(現 株式会社ＭＣＰ)のカーペット事業を

譲り受け、岐阜県養老郡の生産拠点(ＭＲＭ岐阜株式会社)を新たに当社グループに取り込むとともに、

三菱レイヨン株式会社との合弁による販売会社(ダイヤ・カーペット株式会社 本店：東京都港区)を設

立し、営業を開始いたしました。それぞれが蓄積してきたノウハウや技術を融合させた魅力的な商品の

開発、さらにはスケールメリットを活かした効率的な生産体制確立と商品供給力アップによる売上拡大

を早期に実現し、事業収益力の強化に努めてまいります。 

 また、当社グループでは、平成20年４月より適用が開始される金融商品取引法に対応した「財務報告

に係る内部統制システム」の構築を推進しております。当社グループが行う財務報告の信頼性をこれま

で以上に高めるとともに、会社法に定める内部統制システムの確実な構築・運用を通じ、企業経営のよ

り一層の効率化・明瞭化とガバナンス体制の強化に取り組んでまいります。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等を行っておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、現在及び将来の市場ニーズに対応した新製品の開発、生産技術の開

発、新素材、新加工技術の基礎研究などをテーマに提出会社の研究開発部門が主体となって行っておりま

す。  

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、161百万円であり、各事業部門の目的、主

要課題、研究成果は次のとおりであります。 

(1) 塩ビ製品事業 

主に提出会社の研究開発部門が中心となって、新製品の開発、新素材の研究などを行っております。

当中間連結会計期間における主な成果としましては、店舗市場に向けてプリントタイル「メルストー

ン・メルウッド・メルグラン」「テラストーン・テラウッド」の改廃を実施し、最新の欧州家具トレン

ドを取り入れた木目新柄、抽象柄、ハイグロス鏡面、表層透明クリア層の透明度向上による明るい繊細

なデザインの投入など、意匠表現力の強化に努めました。同じく店舗市場向けのプレーンタイル「クリ

アプレーン」については、ピンヒール跡が目立たない砂地調の新エンボスへの全面的な変更を行いまし

た。また、医療・福祉・文教施設向けの立面施工材「ニュー腰壁シート」の約10％の軽量化を実現しま

した。オフィス向け置敷きビニル床タイル「ルースレイタイル LLフリー400・LLフリー500」の改廃を

実施し、併せて、高意匠コンポジションビニル床タイルのパイオニア「リノテスタ」、プールサイド用

床材の「NS550ガーデント」も増色しております。 

当事業に係る研究開発費は64百万円であります。 

(2) 繊維製品事業 

主に提出会社の研究開発部門が中心となって、新製品の開発、新素材の研究などを行っております。

当中間連結会計期間における主な成果としましては、カーペット関連では、ロールカーペット分野で、

３年ぶりに「カーペット総合BOOK（2007－2009）」を改廃し、ウール品やナイロン柄物品を充実させ、

クッションバックタイプの耐久性を従来より向上させました。また、併せて「ピースカーペット（2007

－2009）」を一新しました。一方、タイルカーペット分野では、病院用途向けの「GA-9900」、商業施

設用途向けの「モールシティ」、及び「ディープフィールド」の３品目の新製品を発売しました。 

 カーテン分野では、東リカーテン「elure(エルーア)2007－2009」においてカーテン自体に美しいプ

リーツ性を向上させ、カーテンをかけたその日から美しさを楽しめる縫製仕様として「ソフトプリーツ

縫製」を開発しました。 

当事業に係る研究開発費は93百万円であります。 

(3) その他事業 

主に提出会社の研究開発部門が中心となって、新製品開発のほか、新規分野への開発等を行っており

ます。当中間連結会計期間における主な成果としましては、壁装製品事業において、本格的な木の質感

を再現した木目調化粧仕上げ材「リアルデコ」の増色を行い、近年の木目を多用したモダン空間に対応

できる多彩な商品構成に致しました。また、腰壁「ウッドデコ」の改廃を行い、バリエーション豊かな

構成にするとともに、「腰壁シート」との一部の部材の共用化を行うことで、相互に選択の幅が広がっ

ております。 

当事業に係る研究開発費は４百万円であります。 

  

  
  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

(国内子会社) 

当中間連結会計期間において、㈱グレース・カーペットが持分法適用会社から新たに連結子会社とな

ったため、下記の設備が当社グループの主要な設備となっております。 

 
 (注)１ 帳簿価額の内「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定及びソフトウェアの合計であります。なお、金額

には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。)であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、重要な設備計画の変更はありません。 

(2) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設及び改修につい

て、完了したものは次のとおりであります。 

 
 (注) 上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は以下のとおりであります。 

 
  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計

㈱グレース・カーペット 
(兵庫県伊丹市)

繊維製品 生産設備 136 77 ― 9 223
38

[2]

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資額
（百万円）

完了年月
完成後の
増加能力

提出会社
伊丹工場 
(兵庫県伊丹市)

塩ビ製品 生産設備 51 Ｈ19.9 僅少

提出会社
厚木工場 
(神奈川県厚木市)

塩ビ製品 生産設備 58 Ｈ19.9 僅少

会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達 
方法

着手及び完了予定
完成後の 
増加能力総額 

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社 
伊丹工場

兵庫県 
伊丹市

塩ビ製品 生産設備 250 ― 借入金 
自己資金

Ｈ19.10 Ｈ20.3 僅少



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 141,603,000

計 141,603,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,829,249 66,829,249

東京証券取引所
(市場第１部) 
大阪証券取引所 
(市場第１部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 66,829,249 66,829,249 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 66,829 ― 6,855 ― 1,789



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 当社所有の自己株式(2,644千株 3.96％)は、上記表には含まれておりません。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
３ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成19年７月30日付で提出された大量保有報告書(変更

報告書)により、平成19年７月23日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社と

して当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況は株主名簿に

よっております。 

  なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は次のとおりであります。 

 
４ スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成19年１月15付で提出された大量保有報告書(変更報

告書)により、平成18年12月31日現在で4,108千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.15％）の株

式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確

認ができないので、上記大株主の状況は株主名簿によっております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

4,553 6.81

株式会社トクヤマ 山口県周南市御影町１番１号 2,780 4.16

日本トラスティ・サービス  
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,730 4.09

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番20号 2,532 3.79

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,221 3.32

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,897 2.84

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,777 2.66

三信株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目６番１号 1,730 2.59

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川２丁目３番14号 1,693 2.53

帝人テクノプロダクツ株式会社 大阪市中央区南本町１丁目６番７号 1,489 2.23

計 ― 23,404 35.02

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,730千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,221千株

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 412千株

 日興シティ信託銀行株式会社 1,693千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４番５号

2,583 3.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
東京都千代田区丸の内２丁目
７番１号

1,777 2.66

三菱ＵＦＪ証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目
４番１号

1,118 1.67

三菱ＵＦＪ投信株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４番５号

89 0.13



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が16,000株(議決権16個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が15株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

2,644,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

63,725,000
63,725 ―

単元未満株式
普通株式

460,249
― ―

発行済株式総数 66,829,249 ― ―

総株主の議決権 ― 63,725 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東リ株式会社

伊丹市東有岡５丁目125番地 2,644,000 ― 2,644,000 3.96

計 ― 2,644,000 ― 2,644,000 3.96

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 339 338 327 343 318 289

最低(円) 305 306 312 311 264 264



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けており

ます。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,600 3,556 3,651

 ２ 受取手形 
   及び売掛金

※５ 25,763 24,735 31,243

 ３ 有価証券 957 960 858

 ４ 信託受益権 892 ― ―

 ５ たな卸資産 8,721 9,574 9,082

 ６ 繰延税金資産 564 1,062 780

 ７ その他 2,723 1,091 2,752

   貸倒引当金 △189 △150 △168

   流動資産合計 43,032 58.8 40,831 58.9 48,200 61.8

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び 
    構築物

※１ 17,489 18,084 17,661

    減価償却 
    累計額

11,498 5,990 12,124 5,960 11,697 5,964

  ２ 機械装置及び 
    運搬具

※１ 20,624 21,263 20,788

    減価償却 
    累計額

17,668 2,955 18,331 2,932 17,719 3,069

  ３ 工具器具備品 2,227 2,320 2,259

    減価償却 
    累計額

1,739 488 1,882 437 1,820 438

  ４ 土地 ※１ 8,778 8,739 8,739

  ５ 建設仮勘定 158 130 79

   (有形固定資産 
   合計)

18,371 25.1 18,200 26.2 18,290 23.4

 (2) 無形固定資産 1,810 1,585 1,815

   (無形固定資産 
   合計)

1,810 2.4 1,585 2.3 1,815 2.3

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 7,330 5,858 6,975

  ２ 長期貸付金 423 277 412

  ３ 繰延税金資産 503 797 563

  ４ その他 2,854 2,651 2,665

    貸倒引当金 △1,105 △885 △890

   (投資その他の 
   資産合計)

10,007 13.7 8,700 12.6 9,727 12.5

   固定資産合計 30,189 41.2 28,487 41.1 29,833 38.2

   資産合計 73,222 100.0 69,318 100.0 78,034 100.0



  
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※５ 25,472 23,176 29,201

 ２ 短期借入金 ※１ 3,396 3,700 3,745

 ３ 一年内償還社債 ― 1,000 1,000

 ４ 未払法人税等 216 77 414

 ５ 未払費用 1,498 1,429 1,707

 ６ 賞与引当金 693 705 794

 ７ その他 1,094 883 795

   流動負債合計 32,369 44.2 30,972 44.7 37,658 48.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,000 ― ―

 ２ 長期借入金 6,600 5,600 6,200

 ３ 退職給付引当金 5,135 4,628 4,866

 ４ 役員退職慰労 
   引当金

297 229 325

 ５ その他 1,711 1,629 1,643

   固定負債合計 14,744 20.1 12,087 17.4 13,035 16.7

   負債合計 47,114 64.3 43,059 62.1 50,693 65.0

純資産の部

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 6,855 9.3 6,855 9.9 6,855 8.8

 ２ 資本剰余金 6,468 8.8 6,488 9.3 6,468 8.3

 ３ 利益剰余金 10,514 14.4 11,357 16.4 12,077 15.5

 ４ 自己株式 △758 △1.0 △698 △1.0 △911 △1.2

   株主資本合計 23,080 31.5 24,003 34.6 24,490 31.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

2,826 3.9 1,994 2.9 2,624 3.4

 ２ 為替換算調整 
   勘定

5 0.0 28 0.0 16 0.0

   評価・換算 
   差額等合計

2,831 3.9 2,022 2.9 2,640 3.4

Ⅲ 少数株主持分 196 0.3 232 0.4 209 0.2

   純資産合計 26,108 35.7 26,258 37.9 27,340 35.0

   負債及び純資産 
   合計

73,222 100.0 69,318 100.0 78,034 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 45,988 100.0 45,674 100.0 100,936 100.0

Ⅱ 売上原価 34,120 74.2 33,966 74.4 74,775 74.1

   売上総利益 11,868 25.8 11,708 25.6 26,161 25.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 運送費 2,614 2,696 5,656

 ２ 広告宣伝費 1,079 1,068 2,055

 ３ 貸倒引当金繰入額 14 1 4

 ４ 給与及び賞与 2,898 2,974 6,342

 ５ 賞与引当金繰入額 525 514 619

 ６ 減価償却費 520 514 1,054

 ７ その他 4,040 11,694 25.4 4,158 11,927 26.1 8,228 23,960 23.7

   営業利益又は 
   営業損失(△)

173 0.4 △219 △0.5 2,200 2.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 12 13 21

 ２ 受取配当金 32 37 55

 ３ 仕入割引 46 39 85

 ４ 不動産賃貸料 68 50 128

 ５ 持分法による 
   投資利益

57 ― 29

 ６ 受取保険配当金 24 16 77

 ７ その他 75 318 0.7 51 209 0.5 137 535 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 82 94 173

 ２ 売上割引 51 56 113

 ３ たな卸損失 46 81 175

 ４ 持分法による 
   投資損失

― 4 ―

 ５ その他 67 248 0.6 65 302 0.7 145 607 0.6

   経常利益又は 
   経常損失(△)

243 0.5 △312 △0.7 2,128 2.1



前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 1 9 3

 ２ 投資有価証券 
   売却益

121 ― 264

 ３ 貸倒引当金戻入額 28 151 0.4 17 26 0.1 44 312 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※１ ― 6 2

 ２ 固定資産除却損 ※２ 10 33 43

 ３ 投資有価証券 
   評価損

82 1 84

 ４ 関係会社株式   
   評価損

― 5 ―

 ５ 会員権評価損等 ※３ 23 4 32

 ６ 貸倒損失 22 ― 22

 ７ 事業再編整理損 ※４ ― 138 0.3 ― 51 0.1 235 420 0.4

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益 
   又は税金等調整前 
   中間純損失(△)

256 0.6 △338 △0.7 2,019 2.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

176 29 541

   過年度法人税等 
   戻入額

△70 ― △70

   過年度法人税 
   還付額

― ― △25

   法人税等調整額 100 207 0.5 △72 △42 △0.1 △40 404 0.4

   少数株主損失(△) △7 △0.0 △18 △0.0 △4 △0.0

   中間(当期)純利益 
   又は 
   中間純損失(△)

56 0.1 △276 △0.6 1,619 1.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,855 6,468 10,932 △756 23,500

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447 △447

 役員賞与 (注) △27 △27

 中間純利益 56 56

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― 0 △417 △2 △419

平成18年９月30日残高(百万円) 6,855 6,468 10,514 △758 23,080

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
為替換算調整勘定

評価・換算差額等 

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,699 7 3,707 205 27,413

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447

 役員賞与 (注) △27

 中間純利益 56

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）
△872 △2 △875 △9 △885

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△872 △2 △875 △9 △1,304

平成18年９月30日残高(百万円) 2,826 5 2,831 196 26,108



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 6,855 6,468 12,077 △911 24,490

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △443 △443

 中間純損失(△) △276 △276

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 19 216 235

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― 19 △720 213 △486

平成19年９月30日残高(百万円) 6,855 6,488 11,357 △698 24,003

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
為替換算調整勘定

評価・換算差額等 

合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,624 16 2,640 209 27,340

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △443

 中間純損失(△) △276

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 235

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額）
△630 12 △618 23 △594

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△630 12 △618 23 △1,081

平成19年９月30日残高(百万円) 1,994 28 2,022 232 26,258



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,855 6,468 10,932 △756 23,500

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447 △447

 役員賞与 (注) △27 △27

 当期純利益 1,619 1,619

 自己株式の取得 △155 △155

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 1,145 △155 990

平成19年３月31日残高(百万円) 6,855 6,468 12,077 △911 24,490

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,699 7 3,707 205 27,413

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447

 役員賞与 (注) △27

 当期純利益 1,619

 自己株式の取得 △155

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

△1,074 8 △1,066 3 △1,062

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1,074 8 △1,066 3 △72

平成19年３月31日残高(百万円) 2,624 16 2,640 209 27,340



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益又は税金等調整前 
   中間純損失(△)

256 △ 338 2,019

   減価償却費 854 938 1,777

   固定資産除却損 10 33 43

   固定資産売却損益 
   (利益：△)

△ 1 △ 2 △ 1

   投資有価証券売却損益 
   (利益：△)

△ 121 0 △ 264

   投資有価証券評価損 82 6 84

   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

△ 20 △ 22 △ 257

   退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

△ 204 △ 237 △ 491

   役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少：△)

3 △ 96 30

   持分法による投資損益 
   (利益：△)

△ 57 4 △ 29

   受取利息及び受取配当金 △ 45 △ 51 △ 77

   支払利息 82 94 173

   売上債権の増減額 
   (増加：△)

3,673 6,381 △ 1,639

   信託受益権の増減額 
   (増加：△)

― ― 978

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

△ 960 △ 308 △ 1,321

   仕入債務の増減額 
   (減少：△)

△ 1,561 △ 4,358 2,270

   その他 △ 112 △ 722 308

    小計 1,877 1,319 3,604

   利息及び配当金の受取額 45 51 77

   利息の支払額 △ 85 △ 94 △ 170

   課徴金の支払額 △ 267 ― △ 267

   法人税等の支払額 △ 1,088 106 △ 1,741

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

480 1,383 1,501



  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による 
   支出

△ 347 △ 304 △ 770

   有形固定資産の売却による 
   収入

9 67 53

   無形固定資産の取得による 
   支出

△ 259 △ 61 △ 582

   投資有価証券の取得による 
   支出

△ 22 △ 239 △ 126

   投資有価証券の売却による 
   収入

171 0 407

   貸付による支出 △ 246 △ 8 △ 431

   貸付金の回収による収入 294 54 596

   新規連結子会社株式の取得 
   による収入

― ― 54

   その他 181 △ 23 14

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 219 △ 513 △ 784

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 
   (減少：△)

1,094 △ 600 △ 525

   長期借入による収入 1,700 1,500 2,900

   長期借入金の返済による 
   支出

△ 2,612 △ 1,545 △ 2,663

   社債の償還による支出 △ 500 ― △ 500

   自己株式の買受・買増によ 
   る収支

△ 1 △ 2 △ 155

   自己株式の売却による収入 ― 235 ―

   少数株主への払戻による 
   支出

― △ 4 ―

   少数株主からの払込による 
   収入

― ― 10

   配当金の支払額 △ 447 △ 443 △ 447

   少数株主への配当金等の 
   支払額

△ 1 △ 6 △ 1

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 768 △ 866 △ 1,382

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増減額(減少：△)

△ 507 3 △ 664

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

5,062 4,398 5,062

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金 
  同等物の増加額

― 3 ―

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

4,555 4,404 4,398



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社数 13社

   主要な連結子会社名
    リック㈱ 

北海道東リ㈱ 
滋賀東リカーペット㈱ 
東リ物流㈱ 
大塚東リカーペット㈱ 
㈱東リインテリア企画 
山天東リ㈱ 
㈱キロニー 
(本店：東京都江戸川区)

なお、㈱キロニー(本店：東
京都江戸川区)は、新規設立
したことにより、当中間連結
会計期間から連結の範囲に含
めております。

 

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社数 14社

   主要な連結子会社名
    リック㈱ 

北海道東リ㈱ 
㈱キロニー 
ダイヤ・カーペット㈱ 
滋賀東リカーペット㈱ 
㈱グレース・カーペット 
ＭＲＭ岐阜㈱ 
山天東リ㈱ 
東リ物流㈱ 
㈱東リインテリア企画

なお、㈱グレース・カーペッ
トは、従来持分法適用会社と
しておりましたが、重要性が
増したため、当中間連結会計
期間より連結子会社としてお
ります。 
また、大塚東リカーペット㈱
については、清算結了に伴
い、当中間連結会計期間より
連結の範囲から除外しており
ます。

 

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社数 14社

   主要な連結子会社名
    リック㈱ 

北海道東リ㈱ 
㈱キロニー 
ダイヤ・カーペット㈱ 
滋賀東リカーペット㈱ 
大塚東リカーペット㈱ 
ＭＲＭ岐阜㈱ 
山天東リ㈱ 
東リ物流㈱ 
㈱東リインテリア企画

なお、㈱キロニー（本店：東
京都江戸川区）及びダイヤ・
カーペット㈱については新規
設立により、また、ＭＲＭ岐
阜㈱については株式の取得に
より、それぞれ当連結会計年
度より連結の範囲に含めるこ
ととし、㈱キロニー（本店：
東京都港区）については清算
結了により連結の範囲から除
外しております。

 (2) 主要な非連結子会社の名称等
   主要な非連結子会社

㈱グレース・カーペット 
日本リフォームシステム㈱ 
北海道東リ・ソーイング㈱ 
㈱インテリアシステムサポ
ート

 (2) 主要な非連結子会社の名称等
   主要な非連結子会社

日本リフォームシステム㈱ 
北海道東リ・ソーイング㈱ 
㈱インテリアシステムサポ
ート

 (2) 主要な非連結子会社の名称等
   主要な非連結子会社

㈱グレース・カーペット 
日本リフォームシステム㈱ 
北海道東リ・ソーイング㈱ 
㈱インテリアシステムサポ
ート

   (連結の範囲から除いた理由)
これらの非連結子会社は、総
資産、売上高、中間純損益
(持分に見合う額)、利益剰余
金(持分に見合う額)等からみ
て、いずれも小規模であり、
全体としても中間連結財務諸
表に与える影響が少ないた
め、連結の範囲から除外して
おります。

   (連結の範囲から除いた理由)
同左

   (連結の範囲から除いた理由)
これらの非連結子会社は、総
資産、売上高、当期純損益
(持分に見合う額)、利益剰余
金(持分に見合う額)等からみ
て、いずれも小規模であり、
全体としても連結財務諸表に
与える影響が少ないため、連
結の範囲から除外しておりま
す。

２ 持分法の適用に関する事項
 (1) 持分法適用の非連結子会社数

２社
   会社名 ㈱グレース・カーペ

ット 
㈱ワークス

２ 持分法の適用に関する事項
 (1) 持分法適用の非連結子会社数

１社
   会社名 ㈱ワークス

２ 持分法の適用に関する事項
 (1) 持分法適用の非連結子会社数

２社
   会社名 ㈱グレース・カーペ

ット 
㈱ワークス

 (2) 持分法適用の関連会社数
２社

   会社名 ㈱トルハート 
常州麗宝第東理建材
有限公司

 (2) 持分法適用の関連会社数
２社

同左

 (2) 持分法適用の関連会社数
２社

同左

 (3) 持分法を適用していない非連
結子会社(日本リフォームシ
ステム㈱、北海道東リ・ソー
イング㈱他)及び関連会社(内
外カーペット加工㈱、東リ広
島縫製所㈱ 他)は、それぞれ
中間純損益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分に見合
う額)等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。

 (3)     同左 (3) 持分法を適用していない非連
結子会社(日本リフォームシ
ステム㈱、北海道東リ・ソー
イング㈱他)及び関連会社(内
外カーペット加工㈱、東リ広
島縫製所㈱ 他)は、それぞれ
当期純損益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分に見合
う額)等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。



  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社の中間決算日はすべ

て中間連結決算日に一致してお

ります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社の事業年度の末日は

すべて連結決算日に一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

   有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全

部純資産直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

   有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

同左

   有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価

法

     時価のないもの

同左

     時価のないもの

同左

   たな卸資産

    主として総平均法による原

価法

   たな卸資産

同左

   たな卸資産

同左

   デリバティブ

    時価法

   デリバティブ

同左

   デリバティブ

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   有形固定資産

    主として定率法を採用して

おります。ただし、平成10

年４月１日以降取得した建

物(建物附属設備は除く)に

ついては定額法を採用して

おります。なお、主な耐用

年数は、建物及び構築物が

３～65年、機械装置及び運

搬具が７～15年でありま

す。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

   有形固定資産

同左

   無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。ただし、ソフトウエア

(自社利用分)については、

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法であ

ります。

   無形固定資産

同左

   無形固定資産

同左



  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えて、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を

計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

同左

   賞与引当金

従業員賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき

計上しております。

   賞与引当金

同左

   賞与引当金

同左

   退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、過去勤務債務及び数

理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(主として10年)による定額

法によりそれぞれ当連結会

計年度及び翌連結会計年度

より費用処理しておりま

す。

   退職給付引当金

同左

   退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去

勤務債務及び数理計算上の

差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(主として10

年)による定額法によりそ

れぞれ当連結会計年度及び

翌連結会計年度より費用処

理しております。

   役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に

備えて、提出会社及び連結

子会社のうちリック㈱、北

海道東リ㈱、㈱テクノカメ

イ、㈱キロニー(本店：東

京都港区)は内規に基づく

当中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。

   役員退職慰労引当金

役員及び執行役員等の退職

慰労金の支出に備えて、提

出会社及び連結子会社のリ

ック㈱、北海道東リ㈱、ダ

イヤ・カーペット㈱、㈱テ

クノカメイは内規に基づく

当中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。 

なお、前連結会計年度ま

で、執行役員等に対する退

職慰労引当金（当中間連結

会計期間 53百万円）は

「未払費用」に含めて表示

しておりましたが、過去の

支給実績等を勘案し、当中

間連結会計期間より「役員

退職慰労引当金」に含めて

表示しております。 

前中間連結会計期間及び前

連結会計年度において「未

払費用」に含まれる当該金

額は、それぞれ61百万円、

49百万円であります。

   役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に

備えて、提出会社及び連結

子会社のリック㈱、滋賀東

リカーペット㈱、北海道東

リ㈱、㈱テクノカメイは内

規に基づく期末要支給額を

計上しております。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨換算し、換算差額は損益

として処理しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によってお

ります。なお、特例処理の

要件を満たす金利スワップ

取引については、特例処理

を採用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

商品デリバテ
ィブ

原材料

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

「デリバティブ取引に関す

る管理規程」に基づき、金

利変動リスク及び原材料の

価格変動リスクをヘッジし

ております。なお、トレー

ディング目的及び投機目的

でのデリバティブ取引は行

わない方針であります。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の価格変動とヘ

ッジ手段の相場変動の関連

性は回帰分析等の統計的手

法により実施し有効性を評

価しております。ただし、

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判

定を省略しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めており

ます。

 (7) 消費税等の会計処理

同左

 (7) 消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。



 

  

会計処理の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取引

日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ――― (役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法に比

べて、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞれ14百

万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は25,912百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は27,131百万円であ

ります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。



 

  

表示方法の変更 

  

 

  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (有形固定資産の減価償却方法の変

更) 

 当中間連結会計期間から、法人税

法の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについて、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

 この変更に伴う、損益に与える影

響は軽微であります。

―――

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「連

結調整勘定償却額」(当中間連結会計期間△1百万円)

は、金額の重要性が乏しくなったため、当中間連結会

計期間から、営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しております。

―――

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

―――  法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。 

 この変更に伴い、売上総利益が64

百万円減少し、営業損失が76百万

円、経常損失及び税金等調整前中間

純損失が77百万円それぞれ増加して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

―――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 

 

※１ 担保提供資産

   担保に供している資産

建物及び 
構築物

1,483百万円(1,483百万円)

機械装置 
及び運搬具

1,322百万円(1,322百万円)

土地 68百万円 (68百万円)

合計 2,874百万円(2,874百万円)

   上記に対する債務

短期借入金 420百万円 (420百万円)

なお、上記のうち( )内書は工場

財団ならびに当該債務を示してお

ります。 

上記以外に、一部の連結子会社の

工場の土地(中間期末簿価266百万

円)及び建物(中間期末簿価127百

万円)について、三島沢地工業団

地協同組合の組合員企業26社とと

もに同組合の借入金778百万円の

共同担保に供しております。

※１ 担保提供資産

      一部の連結子会社の工場の土

地(中間期末簿価266百万円)

及び建物(中間期末簿価119百

万円)について、三島沢地工

業団地協同組合の組合員企業

26社とともに同組合の借入金

622百万円の共同担保に供し

ております。

※１ 担保提供資産

   一部の連結子会社の工場の土

地(期末簿価266百万円)及び

建物(期末簿価123百万円)に

ついて、三島沢地工業団地協

同組合の組合員企業26社とと

もに同組合の借入金700百万

円の共同担保に供しておりま

す。

 ２ 債務保証

  (1) 下記会社の仕入債務に対し

て保証を行っております。

九州キロニー㈱ 0百万円

 ２ 債務保証

      一部の連結子会社において、

三島沢地工業団地協同組合の

借入金のうち600百万円につ

いて、同組合の組合員企業26

社とともに連帯保証を行って

おります。

 ２ 債務保証

  (1) 下記会社の仕入債務に対し

て保証を行っております。

九州キロニー㈱ 1百万円

 

  (2) 下記会社のリース債務に対

して保証を行っておりま

す。

キングラン・エ
ムアイディー㈱

1百万円

上記以外に、一部の連結子会社に

おいて、三島沢地工業団地協同組

合の借入金のうち600百万円につ

いて、同組合の組合員企業26社と

ともに連帯保証を行っておりま

す。

 

  (2) 下記会社のリース債務に対

して保証を行っておりま

す。

キングラン・エ
ムアイディー㈱

1百万円

上記以外に、一部の連結子会社に

おいて、三島沢地工業団地協同組

合の借入金のうち600百万円につ

いて、同組合の組合員企業26社と

ともに連帯保証を行っておりま

す。

 ３     ――― 

 

 ３ 債権流動化に伴う買戻し義務

            633百万円

 ３ 債権流動化に伴う買戻し義務

                      650百万円

 ４ 受取手形割引高

受取手形割引高 32百万円

 ４ 受取手形割引高

受取手形割引高 37百万円

 ４ 受取手形割引高

受取手形割引高 44百万円

 

※５ 中間連結会計期間末日 

満期手形

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末日残高

に含まれております。

 受取手形 872百万円

 支払手形 611百万円
 

※５ 中間連結会計期間末日 

満期手形

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末日残高

に含まれております。

 受取手形 973百万円

 支払手形 529百万円

 

※５ 期末日満期手形

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残

高に含まれております。

受取手形 1,002百万円

支払手形 512百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 固定資産売却益は、機械装置

及び運搬具の売却益でありま

す。

※１ 固定資産売却益は、機械装置

及び運搬具9百万円他であ

り、固定資産売却損は、機械

装置及び運搬具4百万円、建

物及び構築物2百万円他であ

ります。

※１ 固定資産売却益は、土地2百

万円、機械装置及び運搬具他

1百万円であり、固定資産売

却損は、機械装置及び運搬具

2百万円であります。

※２ 固定資産除却損の内訳は、機

械装置及び運搬具8百万円、

建物及び構築物1百万円他で

あります。

※２ 固定資産除却損は、機械装置

及び運搬具4百万円、工具器

具備品3百万円、撤去費用24

百万円他であります。

※２ 固定資産除却損は、機械装置

及び運搬具29百万円、工具器

具備品他14百万円でありま

す。

――― ※３ 会員権評価損等には、貸倒引

当金繰入額3百万円が含まれ

ております。

※３ 会員権評価損等には、貸倒引

当金繰入額20百万円が含まれ

ております。    

――― ――― ※４ 事業再編整理損は、㈱キロニ

ー(東京都港区)の清算に伴う

棚卸資産廃棄損他75百万円及

び㈱テクノカメイの事業再建

に伴う損失160百万円であり

ます。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 
  
前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

（注）普通株式の自己株式の増加6,286株は単元未満株式の買取請求によるものであり、減少1,760株は単元未満株式 

   の買増請求によるものであります。 

  
２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

  該当事項はありません。 

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式 66,829,249 ― ― 66,829,249

合計 66,829,249 ― ― 66,829,249

自己株式

 普通株式 2,953,450 6,286 1,760 2,957,976

合計 2,953,450 6,286 1,760 2,957,976

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 447 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

普通株式の自己株式の増加株式数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取請求による増加         8,152 株 

普通株式の自己株式の減少株式数の内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議に基づく第三者割当による減少    818,000 株 

単元未満株式の買増請求による減少          916 株 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

  該当事項はありません。 

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間末
株式数（株）

発行済株式

 普通株式 66,829,249 ― ― 66,829,249

合計 66,829,249 ― ― 66,829,249

自己株式

 普通株式 3,454,779 8,152 818,916 2,644,015

合計 3,454,779 8,152 818,916 2,644,015

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 443 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

普通株式の自己株式の増加株式数の内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議に基づく市場買付による増加     487,000 株 

単元未満株式の買取請求による増加        16,205 株 

普通株式の自己株式の減少株式数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買増請求による減少         1,876 株 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（株）

増加株式数（株） 減少株式数（株）
当連結会計年度末 
株式数（株）

発行済株式

 普通株式 66,829,249 ― ― 66,829,249

合計 66,829,249 ― ― 66,829,249

自己株式

 普通株式 2,953,450 503,205 1,876 3,454,779

合計 2,953,450 503,205 1,876 3,454,779

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 447 7.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 443 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,600百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△2百万円

有価証券勘定 

(ＭＭＦ等)
957百万円

現金及び 

現金同等物
4,555百万円

 
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金勘定 3,556百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△112百万円

有価証券勘定 

(ＭＭＦ等)
960百万円

現金及び 

現金同等物
4,404百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 3,651百万円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金
△112百万円

有価証券勘定 

(ＭＭＦ等)
858百万円

現金及び 

現金同等物
4,398百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

  (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械装置 
及び 
運搬具 

(百万円)

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

266 228 494

減価償却 
累計額 
相当額

102 146 249

中間期末 
残高相当額

163 81 245

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

  (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械装置
及び 
運搬具 

(百万円)

その他
(工具器具
備品他) 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

389 213 602

減価償却 
累計額 
相当額

124 151 275

中間期末 
残高相当額

264 61 326

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

  (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

機械装置 
及び 

運搬具 
(百万円)

その他 
(工具器具 
備品他) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

375 207 582

減価償却
累計額 
相当額

109 146 255

期末残高
相当額

266 61 327

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

同左    なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 78百万円

１年超 167百万円

合計 245百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 87百万円

１年超 239百万円

合計 326百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 88百万円

１年超 238百万円

合計 327百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 45百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 47百万円

減価償却費相当額 47百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 93百万円

減価償却費相当額 93百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 30百万円

合計 37百万円

２ オペレーティング・リース取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 23百万円

合計 30百万円

２ オペレーティング・リース取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 27百万円

合計 33百万円



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
（注）  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損１百万円を計上しております。また、

下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、取得時点・期末日・期末日後における市場価格

の推移と市場環境の動向、発行会社の業績等の推移、その他時価下落の内的・外的要因等を検討し、総合的

に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
 （注）１ 子会社株式及び関連会社株式について、当中間連結会計期間において減損処理を行い、関係会社株式評価

損を5百万円計上しております。 

 ２ その他有価証券で非上場株式について、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度に

おいて減損処理を行い、投資有価証券評価損をそれぞれ82百万円、1百万円及び82百万円計上しておりま

す。 

  

区分

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 

(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 1,759 6,463 4,703 2,022 5,316 3,294 1,773 6,140 4,366

② その他 10 15 4 5 10 4 5 10 5

計 1,770 6,479 4,708 2,028 5,326 3,298 1,779 6,151 4,372

内容
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 669 351 641

計 669 351 641

(2) その他有価証券

① 非上場株式 181 180 181

② ＭＭＦ 957 960 858

計 1,139 1,141 1,040



(デリバティブ取引関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 
（注）１ 上記は、ヘッジ会計の要件を満たさなくなったため、ヘッジ会計の適用を中止したものであります。 

 ２ 時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

 ３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除い

ております。また、商品デリバティブ取引を行っておりますが、当中間連結会計期間末においては契

約額がないため記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除い

ております。また、商品デリバティブ取引を行っておりますが、当連結会計年度末においては契約額

がないため記載しておりません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

区分 種類
契約額等 
(百万円)

契約額等のうち
1年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引以外
 商品デリバティブ
 商品スワップ取引

203 ― △5 △5

合計 203 ― △5 △5



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 塩ビ製品事業……塩ビタイル、塩ビシート 

(2) 繊維製品事業……カーペット、カーテン 

(3) その他事業………壁装材、接着剤、ブラインド他 

３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 

785百万円であり、その主なものは提出会社の本社総務人事部、経理部等に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 塩ビ製品事業……塩ビタイル、塩ビシート 

(2) 繊維製品事業……カーペット、カーテン 

(3) その他事業………壁装材、接着剤、ブラインド他 

３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は786 

百万円であり、その主なものは提出会社の本社総務人事部、経理財務部等に係る費用であります。 

４ 「追加情報」に記載の通り、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

この変更に伴い、当中間連結会計期間における営業費用が塩ビ製品事業で56百万円、繊維製品事業で16百万

円、その他事業で２百万円、全社で０百万円増加し、営業利益又は営業損失がそれぞれ同額減少又は増加し

ております。 

  

塩ビ製品事業 
(百万円)

繊維製品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に 
対する売上高

15,328 14,247 16,412 45,988 ― 45,988

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 15,328 14,247 16,412 45,988 (―) 45,988

営業費用 14,204 14,497 16,327 45,029 785 45,815

営業利益又は営業損失(△) 1,124 △249 85 959 (785) 173

塩ビ製品事業 
(百万円)

繊維製品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

14,718 14,639 16,316 45,674 ― 45,674

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 14,718 14,639 16,316 45,674 (―) 45,674

営業費用 14,043 14,773 16,290 45,107 786 45,893

営業利益又は営業損失(△) 675 △133 25 567 (786) △219



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1) 塩ビ製品事業……塩ビタイル、塩ビシート 

(2) 繊維製品事業……カーペット、カーテン 

(3) その他事業………壁装材、接着剤、ブラインド他 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,574百

万円であり、その主なものは提出会社の本社総務人事部、経理部等に係る費用であります。 

４ 「会計処理の変更」に記載の通り、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法に比べて、当連結会計年度における営業費用は塩ビ製品事業で７百万円、繊維

製品事業で３百万円、その他事業で２百万円、全社で０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してお

ります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

提出会社の在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

提出会社の在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

提出会社の在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間の海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しまし

た。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間の海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しまし

た。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度の海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しました。

  

塩ビ製品事業 
(百万円)

繊維製品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結 

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に 
対する売上高

34,684 31,715 34,536 100,936 ― 100,936

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 34,684 31,715 34,536 100,936 (―) 100,936

営業費用 31,594 31,461 34,106 97,161 1,574 98,736

営業利益 3,089 254 430 3,774 (1,574) 2,200



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 前中間連結会計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。  

   ２ 当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、１株当たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。  

３ 算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 (1) １株当たり純資産額 

 
  

 (2) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失 

 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

摘要
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 405円69銭 405円49銭 428円12銭

１株当たり中間(当期)純利益
又は中間純損失(△)

0円88銭 △ 4円35銭 25円44銭

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 
(百万円)

26,108 26,258 ―

純資産の部の合計額から控
除する金額(百万円)

196 232 ―

(うち少数株主持分) (196) (232) (―)

普通株式に係る中間期末の
純資産額(百万円)

25,912 26,026 ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた中間期末の普
通株式の数(千株)

63,871 64,185 ―

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書(連結
損益計算書)上の中間(当
期)純利益又は中間純損失 
(△) (百万円)

56 △ 276 1,619

普通株式に係る中間(当期)
純利益又は中間純損失 
(△) (百万円)

56 △ 276 1,619

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(千株)

63,874 63,579 63,683



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,093 1,921 1,729

 ２ 受取手形 ※５ 4,518 4,223 5,098

 ３ 売掛金 14,236 14,387 18,164

 ４ 有価証券 957 960 858

 ５ たな卸資産 7,284 8,059 7,844

 ６ 繰延税金資産 330 803 501

 ７ 未収入金 2,619 2,953 3,332

 ８ その他 2,234 1,509 1,475

   貸倒引当金 △92 △105 △93

   流動資産合計 34,183 57.8 34,713 59.8 38,913 61.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産
※１ 
※２

  １ 建物 4,496 4,333 4,417

  ２ 機械及び装置 2,101 1,865 2,038

  ３ 土地 6,075 6,075 6,075

  ４ その他 786 652 662

   (有形固定資産 
   合計)

13,459 22.8 12,926 22.3 13,193 20.8

 (2) 無形固定資産 1,361 1,247 1,422

   (無形固定資産 
   合計)

1,361 2.3 1,247 2.2 1,422 2.3

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 7,412 6,432 7,162

  ２ 長期貸付金 1,748 986 1,221

  ３ 繰延税金資産 867 525 332

  ４ その他 1,491 1,283 1,325

    貸倒引当金 △1,393 △99 △121

   (投資その他の 
   資産合計)

10,125 17.1 9,128 15.7 9,921 15.6

   固定資産合計 24,946 42.2 23,301 40.2 24,537 38.7

   資産合計 59,130 100.0 58,015 100.0 63,450 100.0



  
前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 3,122 3,368 3,431

 ２ 買掛金 12,222 12,458 15,070

 ３ 短期借入金 ※２ 1,800 ― 600

 ４ 一年内返済 
   長期借入金

1,596 3,700 3,145

 ５ 一年内償還社債 ― 1,000 1,000

 ６ 未払法人税等 50 47 40

 ７ 未払費用 1,371 1,243 1,566

 ８ 賞与引当金 329 339 347

 ９ その他 2,448 2,785 3,361

   流動負債合計 22,940 38.8 24,943 43.0 28,562 45.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,000 ― ―

 ２ 長期借入金 6,600 5,600 6,200

 ３ 退職給付引当金 4,128 3,640 3,870

 ４ 役員退職慰労 
   引当金

232 154 252

  ５ 投資損失引当金 ― 27 27

 ６ その他 1,577 1,558 1,563

   固定負債合計 13,538 22.9 10,980 18.9 11,913 18.8

   負債合計 36,479 61.7 35,924 61.9 40,476 63.8



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

純資産の部

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 6,855 11.6 6,855 11.8 6,855 10.8

 (2) 資本剰余金

  １ 資本準備金 1,789 1,789 1,789

  ２ その他資本 
    剰余金

4,679 4,698 4,679

   資本剰余金合計 6,468 11.0 6,488 11.2 6,468 10.2

 (3) 利益剰余金

    その他利益 
    剰余金

     別途積立金 6,300 6,800 6,300

     繰越利益 
     剰余金

1,218 811 1,860

   利益剰余金合計 7,518 12.7 7,611 13.1 8,160 12.9

 (4) 自己株式 △758 △1.3 △698 △1.2 △911 △1.5

   株主資本合計 20,084 34.0 20,257 34.9 20,573 32.4

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

2,566 4.3 1,833 3.2 2,400 3.8

   評価・換算差額 
   等合計

2,566 4.3 1,833 3.2 2,400 3.8

   純資産合計 22,650 38.3 22,091 38.1 22,974 36.2

   負債及び純資産 
   合計

59,130 100.0 58,015 100.0 63,450 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 26,849 100.0 27,498 100.0 58,905 100.0

Ⅱ 売上原価 18,798 70.0 19,696 71.6 41,222 70.0

   売上総利益 8,051 30.0 7,802 28.4 17,683 30.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 8,045 30.0 8,045 29.3 16,479 28.0

   営業利益又は 
      営業損失(△)

5 0.0 △242 △0.9 1,203 2.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 15 25 39

 ２ その他 351 367 1.4 304 330 1.2 490 530 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 82 105 174

 ２ その他 139 221 0.8 192 297 1.1 345 519 0.8

   経常利益又は 
   経常損失(△)

151 0.6 △210 △0.8 1,214 2.1

Ⅵ 特別利益 ※１ 149 0.5 38 0.1 304 0.5

Ⅶ 特別損失 ※２ 127 0.5 15 0.0 209 0.4

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△)

173 0.6 △187 △0.7 1,309 2.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

20 20 40

   過年度法人税等 
   戻入額

△70 ― △70

   法人税等調整額 65 15 0.0 △101 △81 △0.3 538 508 0.8

   中間(当期)純利益 
    又は中間純損失(△)

158 0.6 △105 △0.4 801 1.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他資本 

剰余金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 6,855 1,789 4,678 5,800 2,024 △756 20,392

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447 △447

 役員賞与 (注) △18 △18

 別途積立金の積立 (注) 500 △500 ―

 中間純利益 158 158

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 0 500 △806 △2 △308

平成18年９月30日残高(百万円) 6,855 1,789 4,679 6,300 1,218 △758 20,084

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,380 3,380 23,773

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447

 役員賞与 (注) △18

 別途積立金の積立 (注) ―

 中間純利益 158

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）
△814 △814 △814

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△814 △814 △1,123

平成18年９月30日残高(百万円) 2,566 2,566 22,650



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他資本 

剰余金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 6,855 1,789 4,679 6,300 1,860 △911 20,573

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △443 △443

 別途積立金の積立 500 △500 ―

 中間純損失(△) △105 △105

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 19 216 235

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― 19 500 △1,049 213 △316

平成19年９月30日残高(百万円) 6,855 1,789 4,698 6,800 811 △698 20,257

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,400 2,400 22,974

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △443

 別途積立金の積立 ―

 中間純損失(△) △105

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 235

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）
△567 △567 △567

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△567 △567 △883

平成19年９月30日残高(百万円) 1,833 1,833 22,091



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 

  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 6,855 1,789 4,678 5,800 2,024 △756 20,392

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447 △447

 役員賞与 (注) △18 △18

 別途積立金の積立 (注) 500 △500 ―

 当期純利益 801 801

 自己株式の取得 △155 △155

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 500 △164 △155 180

平成19年３月31日残高(百万円) 6,855 1,789 4,679 6,300 1,860 △911 20,573

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,380 3,380 23,773

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △447

 役員賞与 (注) △18

 別途積立金の積立 (注) ―

 当期純利益 801

 自己株式の取得 △155

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△980 △980 △980

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△980 △980 △799

平成19年３月31日残高(百万円) 2,400 2,400 22,974



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法

  子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法

  子会社株式及び関連会社株式

同左

１ 有価証券の評価基準及び評価方

法

  子会社株式及び関連会社株式

同左

  その他有価証券 

   時価のあるもの

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

  その他有価証券 

   時価のあるもの

同左

  その他有価証券 

   時価のあるもの

    決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法

  総平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法

同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価

方法

同左

３ デリバティブ

  時価法

３ デリバティブ

同左

３ デリバティブ

同左

４ 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、建物

が３～65年、機械及び装置が

７～15年であります。

４ 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

４ 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

   定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア(自社利

用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっておりま

す。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

 ③ 長期前払費用

   均等償却をしております。

 ③ 長期前払費用

同左

 ③ 長期前払費用

同左

５ 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えて、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。

５ 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

５ 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。

 ② 賞与引当金 

    同左

 ② 賞与引当金 

    同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。なお、過去勤務債務及び

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)

による定額法によりそれぞれ

当事業年度及び翌事業年度よ

り費用処理しております。

 ③ 退職給付引当金

同左

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、過去勤務債務及び数理計

算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

定額法によりそれぞれ当事業

年度及び翌事業年度より費用

処理しております。

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく当中間会

計期間末要支給額を計上して

おります。

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員等の退職慰

労金の支出に備えて、内規に

基づく当中間会計期間末要支

給額を計上しております。な

お、前事業年度まで、執行役

員等に対する退職慰労引当金

(当中間会計期間53百万円)は

「未払費用」に含めて表示し

ておりましたが、過去の支給

実績等を勘案し、当中間会計

期間より「役員退職慰労引当

金」に含めて表示しておりま

す。 

前中間会計期間及び前事業年

度において「未払費用」に含

まれる当該金額は、それぞれ

61百万円、49百万円でありま

す。

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上しており

ます。

 ⑤     ―――  ⑤ 投資損失引当金 

関係会社等への投資により発

生する損失に備えるため、当

該会社の実質価額の低下の程

度並びに将来の回復見込み等

を勘案してその所要額を計上

しております。

 ⑤ 投資損失引当金 

    同左

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。

７ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

７ リース取引の処理方法

同左

７ リース取引の処理方法

同左



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

８ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引に

ついては、特例処理を採用し

ております。

８ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

８ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)

金利スワップ

(ヘッジ対象)

借入金の利息

商品デリバテ
ィブ

原材料

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針 

「デリバティブ取引に関する

管理規程」に基づき、金利変

動リスク及び原材料の価格変

動リスクをヘッジしておりま

す。なお、トレーディング目

的及び投機目的でのデリバテ

ィブ取引は行わない方針であ

ります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の価格変動とヘッ

ジ手段の相場変動の関連性は

回帰分析等の統計的手法によ

り実施し有効性を評価してお

ります。ただし、金利スワッ

プ取引については、特例処理

の要件を満たしているため、

有効性の判定を省略しており

ます。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資

産の「未収入金」に含めてお

ります。

９ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めており

ます。

９ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― ――― (役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞれ

11百万円減少しております。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は22,650百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は22,974百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

期における財務諸表は、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。

――― (有形固定資産の減価償却方法の変

更) 

 当中間会計期間から、法人税法の

改正に伴い、平成19年４月１日以降

に取得したものについて、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 この変更に伴う、損益に与える影

響は軽微であります。

―――



追加情報 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――  法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

 この変更に伴い、売上総利益が46

百万円減少し、営業損失が57百万

円、経常損失及び税引前中間純損失

が57百万円それぞれ増加しておりま

す。

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

摘要
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額

23,015百万円 23,621百万円 23,354百万円

※２ 担保に供してい

る資産

  ① 工場財団

    有形固定資産

 

 

―――

 

 

―――

     建物 1,360百万円

     機械及び 
     装置

1,322百万円

     土地 68百万円

     その他 122百万円

計 2,874百万円

  ② 上記対応債務 ――― ―――

    短期借入金 420百万円

 ３ 偶発債務 ――― 債務保証 

下記の会社の債権流動化に

対して支払保証を行ってお

ります。

リック㈱ 299百万円

債務保証 

下記の会社の債権流動化に

対して支払保証を行ってお

ります。

リック㈱ 303百万円

 ４ 債権流動化に 

   伴う買戻し義務

――― 

   
 

334百万円

 
 

346百万円

※５ 中間会計期間 

末日(期末日) 

満期手形

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手

形が中間会計期間末日残高

に含まれております。

受取手形 379百万円

支払手形 225百万円

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手

形が中間会計期間末日残高

に含まれております。

受取手形 437百万円

支払手形 270百万円

期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日を

もって決済処理をしており

ます。なお、当期末日が金

融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形

が、期末残高に含まれてお

ります。

受取手形 460百万円

支払手形 222百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 特別利益の項目

    固定資産 
    売却益

1百万円 ―百万円 1百万円

機械及び装置の売却益であ
ります。

機械及び装置の売却益であ
ります。

    投資有価証券 
    売却益

121百万円 ―百万円 264百万円

    貸倒引当金 
    戻入額

27百万円 33百万円 39百万円

    関係会社 
    清算益

―百万円 4百万円 ―百万円

大塚東リカーペット㈱の清
算に係るものであります。

※２ 特別損失の項目

    固定資産 
    売却損

―百万円 3百万円 ―百万円

機械及び装置の売却損であ
ります。

    固定資産 
    除却損

10百万円 11百万円 29百万円

機械及び装置8百万円他の
除却損であります。

機械及び装置3百万円他の
除却損及び撤去費用7百万
円であります。

機械及び装置15百万円、工
具器具備品1百万円他の除
却損及び撤去費用10百万円
であります。

    投資有価証券 
    評価損

82百万円 ―百万円 82百万円

    会員権 
    評価損等

12百万円 ―百万円 21百万円

貸倒引当金繰入額9百万円
が含まれております。

    貸倒損失 22百万円 ―百万円 22百万円

    関係会社 
    再建支援損

―百万円 ―百万円 53百万円

㈱テクノカメイに対する株
式の評価損、投資損失引当
金繰入額及び㈱キロニー
(東京都港区)の清算に係る
債権放棄額他であります。

 ３ 減価償却実施額

    有形固定資産 434百万円 456百万円 902百万円

    無形固定資産 190百万円 230百万円 419百万円



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

 

（注）普通株式の自己株式の増加6,286株は単元未満株式の買取請求によるものであり、減少1,760株は単元未満株式 

   の買増請求によるものであります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

 

（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次の通りであります。 

 
減少株式数の内訳は、次の通りであります。 

 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

 

（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次の通りであります。 

 
減少株式数の内訳は、次の通りであります。 

 
  

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末 
株式数（株）

自己株式

 普通株式 2,953,450 6,286 1,760 2,957,976

合計 2,953,450 6,286 1,760 2,957,976

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末 
株式数（株）

自己株式

 普通株式 3,454,779 8,152 818,916 2,644,015

合計 3,454,779 8,152 818,916 2,644,015

単元未満株式の買取請求による増加 8,152 株

取締役会決議に基づく第三者割当による減少 818,000 株

単元未満株式の買増請求による減少 916 株

株式の種類
前事業年度末 
株式数（株）

増加株式数（株） 減少株式数（株）
当事業年度末 
株式数（株）

自己株式

 普通株式 2,953,450 503,205 1,876 3,454,779

合計 2,953,450 503,205 1,876 3,454,779

取締役会決議に基づく市場買付による増加 487,000 株

単元未満株式の買取請求による増加 16,205 株

単元未満株式の買増請求による減少 1,876 株



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

  (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械及び 
装置 

(百万円)

その他 
(工具器具
備品他) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

162 156 318

減価償却 
累計額 
相当額

40 106 146

中間期末 
残高相当額

122 49 172

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

  (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

機械及び
装置 

(百万円)

その他
(工具器具
備品他) 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

251 131 383

減価償却 
累計額 
相当額

74 98 172

中間期末 
残高相当額

177 33 210

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

  (借主側)

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

機械及び 
装置 

(百万円)

その他 
(工具器具
備品他) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

251 139 391

減価償却
累計額 
相当額

56 104 160

期末残高
相当額

195 35 231

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

同左    なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 48百万円

１年超 123百万円

合計 172百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 53百万円

１年超 157百万円

合計 210百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 57百万円

１年超 173百万円

合計 231百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

同左    なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 26百万円

減価償却費相当額 26百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 29百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 56百万円

減価償却費相当額 56百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 30百万円

合計 37百万円

２ オペレーティング・リース取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 23百万円

合計 30百万円

２ オペレーティング・リース取引

  (借主側)

  未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 27百万円

合計 33百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 
  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

 
  

  

事業年度 第143期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)
平成19年６月28日 
関東財務局長に提出

事業年度 第143期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)
平成19年10月４日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月13日

東リ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東リ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東リ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  口  康  裕  ㊞  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月12日

東リ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東リ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東リ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  口  康  裕  ㊞  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月13日

東リ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東リ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第143期事業年度の中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東リ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  口  康  裕  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月12日

東リ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東リ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第144期事業年度の中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東リ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  中  俊  廣  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  蔵  口  康  裕  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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